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第５【経理の状況】 
 

１．連結財務諸表及び中間連結財務諸表並びに財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

 

(1） 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第

28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

また、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月

30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

 

(2） 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大

蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 

(3) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

また、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月

30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

 

(4） 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令

第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 

 

２．監査証明について 

 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成15年４月１日から平成16年３月31

日まで）及び当連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業

年度（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで）及び当事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで）の財務諸表並びに当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連

結財務諸表及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、

監査法人トーマツにより監査及び中間監査を受けております。 
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１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成16年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  508,499  634,870 

２．受取手形及び売掛金 ※2 462,992  619,137 

３．たな卸資産  6,299  11,216 

４．前払費用  30,586  44,625 

５．繰延税金資産  25,414  36,512 

６．その他  3,693  413 

貸倒引当金  △910  △1,260 

流動資産合計  1,036,576 70.2  1,345,516 70.6

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1) 建物及び構築物 ※1 193,685 197,452  

減価償却累計額  93,605 100,079 100,589 96,862 

(2) 車両運搬具  27,142 25,991  

減価償却累計額  19,286 7,856 21,091 4,900 

(3) 工具器具及び備品  72,756 63,976  

減価償却累計額  49,705 23,051 49,299 14,676 

(4) 土地 ※1 94,867  94,867 

有形固定資産合計  225,855 15.3  211,307 11.1

２．無形固定資産    

(1) ソフトウエア  64,347  52,210 

(2) その他  2,652  2,606 

無形固定資産合計  66,999 4.5  54,816 2.9

３．投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  56,741  83,842 

(2) 保険積立金  500  54,660 

(3) 繰延税金資産  53,033  117,618 

(4) 敷金保証金  19,237  25,233 

(5) その他  13,491  11,884 

投資その他の資産合計  143,005 9.7  293,238 15.4

固定資産合計  435,860 29.5  559,362 29.4

Ⅲ 繰延資産    

１．社債発行費  4,300  － 

繰延資産合計  4,300 0.3  － －

資産合計  1,476,736 100.0  1,904,879 100.0
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前連結会計年度 

（平成16年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  38,231  51,861 

２．短期借入金 ※1 70,000  － 

３．一年以内返済予定長期

借入金 
※1 27,947  22,108 

４．未払金  113,537  126,109 

５．未払費用  8,308  9,881 

６．未払法人税等  52,239  198,569 

７．未払消費税等  24,813  28,932 

８．前受収益  217,089  249,115 

９．賞与引当金  43,091  48,328 

10．その他  3,472  6,869 

流動負債合計  598,731 40.5  741,776 39.0

Ⅱ 固定負債    

１．社債  200,000  200,000 

２．転換社債  20,000  20,000 

３．長期借入金 ※1 84,943  86,668 

４．退職給付引当金  7,360  5,209 

５．役員退職慰労引当金  －  68,407 

６．長期前受収益  38,721  94,273 

固定負債合計  351,025 23.8  474,558 24.9

負債合計  949,756 64.3  1,216,334 63.9

    

（少数株主持分）    

少数株主持分  18,887 1.3  19,939 1.0

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※3 278,500 18.9  278,500 14.6

Ⅱ 資本剰余金  50,000 3.4  50,000 2.6

Ⅲ 利益剰余金  180,001 12.1  336,878 17.7

Ⅳ その他有価証券評価差額

金 
 △409 △0.0  3,226 0.2

資本合計  508,092 34.4  668,605 35.1

負債、少数株主持分及び

資本合計 
 1,476,736 100.0  1,904,879 100.0
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中間連結貸借対照表 

  
当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

  

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  1,071,927  

２．受取手形及び売掛金 ※3 469,920  

３．たな卸資産  8,693  

４．前払費用  50,393  

５．繰延税金資産  36,512  

６．その他  1,192  

貸倒引当金  △   915  

流動資産合計  1,637,725 74.2  

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1) 建物及び構築物 ※1,2 95,030  

(2) 車両運搬具 ※1 3,780  

(3) 工具器具及び備品 ※1 14,580  

(4) 土地 ※2 94,867 208,259 9.4  

２．無形固定資産   

(1) ソフトウエア  55,257  

(2) その他  2,550 57,808 2.6  

３．投資その他の資産   

(1) 投資有価証券  88,555  

(2) 保険積立金  54,660  

(3) 敷金保証金  30,334  

(4) 繰延税金資産  115,714  

(5) その他  15,582 304,847 13.8  

固定資産合計  570,914 25.8  

資産合計  2,208,639 100.0  
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当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

 

区  分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

  

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金  41,951  

２．一年以内返済予定長期
借入金 

※2 20,908  

３．一年以内償還予定の社
債 

 100,000  

４．未払金  126,367  

５．未払費用  12,108  

６．未払法人税等  198,807  

７．未払消費税等  29,506  

８．前受収益  374,072  

９．賞与引当金  63,744  

10．その他  6,595  

流動負債合計  974,061 44.1  

Ⅱ 固定負債   

１．社債  100,000  

２．長期借入金 ※2 76,826  

３．退職給付引当金  789  

４ 役員退職慰労引当金   71,607  

５．長期前受収益  132,392  

固定負債合計  381,616 17.3  

負債合計  1,355,678 61.4  

   

（少数株主持分）   

少数株主持分  19,598 0.9  

   

（資本の部）   

Ⅰ 資本金  288,500 13.0  

Ⅱ 資本剰余金  60,000 2.7  

Ⅲ 利益剰余金  478,826 21.7  

Ⅳ その他有価証券評価差額金  6,035 0.3  

資本合計  833,362 37.7  

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 2,208,639 100.0  
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②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高  1,778,306 100.0  2,189,171 100.0

Ⅱ 売上原価 ※2 681,147 38.3  885,249 40.5

売上総利益  1,097,158 61.7  1,303,921 59.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 928,096 52.2  959,644 43.8

営業利益  169,062 9.5  344,277 15.7

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  133 146  

２．受取配当金  589 659  

３．受取保険金  308 1,415  

４．補助金収入  472 6,192  

５．還付加算金  615 －  

６．その他  785 2,902 0.1 683 9,098 0.4

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  4,063 3,246  

２．社債利息  1,575 2,001  

３．社債発行費償却  4,299 4,300  

４．売上債権売却損  － 9,937 0.5 2,598 12,146 0.5

経常利益  162,028 9.1  341,228 15.6

Ⅵ 特別利益    

１.保険契約解約益  － － － 57,077 57,077 2.6

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※3 1,026 3,027  

２．過年度役員退職慰労引

当金繰入額 
 － 1,026 0.1 63,022 66,049 3.0

税金等調整前当期純利

益 
 161,002 9.0  332,257 15.2

法人税、住民税及び事

業税 
 50,410 223,725  

法人税等調整額  31,643 82,053 4.6 △78,147 145,578 6.6

少数株主利益（損失：

△） 
 △1,112 △0.1  1,051 0.1

当期純利益  80,060 4.5  185,627 8.5
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中間連結損益計算書 

  
当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

 

区  分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

  

Ⅰ 売上高  1,562,034 100.0  

Ⅱ 売上原価  615,401 39.4  

売上総利益  946,632 60.6  

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 534,245 34.2  

営業利益  412,387 26.4  

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息  288  

２．受取配当金  423  

３．補助金収入  10,819  

４．その他  1,326 12,857 0.8  

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息  892  

２．社債利息  714  

３．たな卸資産除却損  886  

４．新株発行費償却  739  

５．売上債権売却損  2,716  

６．その他  333 6,282 0.4  

経常利益  418,962 26.8  

Ⅵ 特別利益   

１．貸倒引当金戻入益  345  

２．過年度損益修正益  5,000 5,345 0.3  

Ⅶ 特別損失   

１．固定資産除却損 ※2 650 650 0.0  

税金等調整前中間純利
益  423,656 27.1  

法人税、住民税及び事
業税 

※4 192,849  

法人税等調整額 ※4 － 192,849 12.3  

少数株主利益(損失:△)  △   340 △0.0  

中間純利益  231,148 14.8  
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③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  50,000  50,000 

Ⅱ 資本剰余金期末残高  50,000  50,000 

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  114,828  180,001 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１．当期純利益  80,060 80,060 185,627 185,627 

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１．配当金  14,887 24,850  

２．役員賞与  － 14,887 3,900 28,750 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   180,001  336,878 
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中間連結剰余金計算書 

  
当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

 

区  分 
注記 
番号 

金額（千円）  

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  50,000  

Ⅱ 資本剰余金増加高   

１ 転換社債の転換による
新株式の発行  10,000 10,000  

Ⅲ 資本剰余金中間期末残高  60,000  

   

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  336,878  

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１ 中間純利益  231,148 231,148  

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１ 配当金  49,700  

２ 役員賞与  39,500 89,200  

Ⅳ 利益剰余金中間期末残高  478,826  
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区  分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  161,002 332,257 

減価償却費  31,878 34,806 

退職給付引当金の増減額(減少:△)  △614 △2,150 

役員退職慰労引当金の増減額(減少:△)  － 68,407 

賞与引当金の増減額(減少:△)        23,965 5,236 

貸倒引当金の増減額(減少:△)  △860 350 

受取利息及び受取配当金  △722 △805 

支払利息及び社債利息  5,638 5,248 

固定資産除却損  1,026 3,027 

売上債権の増減額(増加:△)  109,755 △156,145 

たな卸資産の増減額(増加:△)  96 △4,917 

仕入債務の増減額(減少:△)  685 13,629 

未払金の増減額(減少:△)  302 12,572 

役員賞与の支払額  － △3,900 

前受収益の増減額(減少:△)  46,496 32,025 

長期前受収益の増減額(減少:△)  38,721 55,551 

保険契約解約益  － △57,077 

その他  27,786 7,911 

小計  445,160 346,028 

利息及び配当金の受取額  722 805 

利息の支払額  △6,140 △5,273 

法人税等の還付金の受取額  21,755 － 

法人税等の支払額  － △83,075 

営業活動によるキャッシュ・フロー  461,497 258,484 

    

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △5,660 △178,790 

定期預金の払戻による収入   5,120 － 

投資有価証券の取得による支出  △7,351 △21,000 

有形固定資産の取得による支出  △76,912 △6,826 

無形固定資産の取得による支出  △69,733 △4,215 

その他  2,651 △5,995 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △151,886     △216,828 

    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純減少額  △35,000 △70,000 

長期借入による収入  80,748 50,000 

長期借入金の返済による支出  △47,495 △54,114 

株式の発行による収入  50,000 － 

少数株主の出資引受による払込額  20,000 － 

配当金の支払額  △14,887 △24,850 

財務活動によるキャッシュ・フロー  53,365 △98,964 

     

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額(減少額:△)  362,976 △57,308 
Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  140,042 503,019 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  503,019 445,709 
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 

区  分 
注記
番号

金額（千円）  

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前中間純利益  423,656  

減価償却費  15,367  

退職給付引当金の増減額（減少：△）  △4,419  

役員退職慰労引当金の増減額（減少：△）  3,199  

賞与引当金の増減額（減少：△）  15,415  

貸倒引当金の増減額（減少：△）  △345  

受取利息及び受取配当金  △711  

支払利息及び社債利息  1,606  

固定資産除却損  650  

売上債権の増減額（増加：△）  149,217  

たな卸資産の増減額（増加：△）  2,523  

仕入債務の増減額（減少：△）  △9,910  

未払金の増減額（減少：△）  257  

役員賞与の支払額  △39,500  

前受収益の増減額（減少：△）  124,957  

長期前受収益の増減額（減少：△）  38,119  

その他  △7,002  

小計  713,084  

利息及び配当金の受取額  711  

利息の支払額  △1,552  

 法人税等の支払額  △191,122  

営業活動によるキャッシュ・フロー  521,121  

    

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △53,654  

有形固定資産の取得による支出  △4,662  

有形固定資産の売却による収入  14  

無形固定資産の取得による支出  △11,314  

その他  △5,101  

投資活動によるキャッシュ・フロー  △74,717  

    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入金の返済による支出  △11,042  

配当金の支払額  △49,700  

財務活動によるキャッシュ・フロー  △60,742  

     
Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（減少額：△）  385,662  

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  445,709  

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末残高  831,371  
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

すべての子会社を連結しております。     同左 

連結子会社の数  １社  

１.連結の範囲に関する事項 

   

連結子会社の名称 株式会社日本ケア

コミュニケーショ

ンズ 

 

 

 

２.持分法の適用に関する事項 該当事項はありません。     同左 

 

３.連結子会社の事業年度等に

関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。 

 

    同左 

 

４.会計処理基準に関する事項 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

 ①有価証券 ①有価証券 
    その他有価証券    その他有価証券 
     時価のあるもの     時価のあるもの 
      決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本
直入法により処理し、売却原
価は、移動平均法により算
定） 

    同左 
    
 
 

 
     時価のないもの 時価のないもの 

      移動平均法による原価法     同左 
 ②たな卸資産 ②たな卸資産 
  商品及び貯蔵品  商品及び貯蔵品 
 最終仕入原価法 

 
同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方
法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方
法 

 ①有形固定資産 ①有形固定資産 
 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に
取得した建物（建物附属設備は除
く。）については、定額法。 
なお、主な耐用年数は以下のと
おりであります。 

同左 
 
 
 
 
 

 建物及び構築物   15～50年
車両運搬具     ４～６年
工具器具及び備品  ３～15年

 
 
 

 ②無形固定資産 ②無形固定資産 
 定額法 

なお、自社利用のソフトウエアに
ついては、社内における利用可能
期間（５年間）に基づく定額法 

同左 
 
 
 

 ③長期前払費用 ③長期前払費用 
 定額法 

 
同左 

 
  

(3)繰延資産の処理方法 
 

(3)繰延資産の処理方法 
    社債発行費 社債発行費 
 商法施行規則に規定する最長期間

（３年間）で毎期均等償却してお
ります。 

 
 

同左 
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 前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (4) 重要な引当金の計上基準 (4) 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 
 

 

債権の貸倒れによる損失に備える
ため、一般債権については、貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については、個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。 

    同左 
 
 
 
 
 

 ②賞与引当金   ②賞与引当金 
 従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基
づき計上しております。 

    同左 
 
 

 ③退職給付引当金 ③退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基
づき計上しております。 

    同左 
 
 
   

  ④役員退職慰労引当金 
   役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。 

  （会計方針の変更） 

  役員退職慰労金は、従来、支出時
の費用として処理することとしてお
りましたが、当連結会計年度より
「役員退職慰労金規程」に基づく期
末要支給額を役員退職慰労引当金と
して計上することとしました。 
この変更は、当連結会計年度に

「役員退職慰労金規程」の整備を
行ったことにより、また、近年の役
員退職慰労金の引当金計上が会計慣
行として定着しつつあることを踏ま
え、将来の支出時における一時的負
担の増大を避け、期間損益の適正化
及び財務内容の健全化を図るため、
役員退職慰労金を役員の在任期間に
亘って合理的に費用配分することと
したことによります。 
この変更により、当連結会計年度

の発生額5,385千円は販売費及び一般
管理費へ、過年度分相当額63,022千
円は特別損失に計上しております。 
この結果、従来と同一の方法を採

用した場合と比べ、営業利益及び経
常利益は5,385千円、税金等調整前当
期純利益は68,407千円減少しており
ます。 
なお、セグメント情報に与える影

響は、軽微であります。 
                  

 (5) 重要なリース取引の処理方法 (5) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。 

 

    同左 

 

 

 (6) その他連結財務諸表作成のための重
要な事項 

(6) その他連結財務諸表作成のための重
要な事項 

 消費税等の会計処理   同左 
     税抜方式によっております。 
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 前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５.連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

   

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

 

    同左 

 

６.利益処分項目等の取扱いに

関する事項 

 

利益処分又は損失処理の取扱い方法 
 連結会計年度中に確定した利益処分又

は損失処理に基づいております。 

 

    同左 

 

 

７.連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

   

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価格の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に満期日の到来する

短期投資からなっております。 

 

    同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－  － 

 

(56) ／ 2005/12/29 11:29 (2005/12/29 11:28) ／ 000000_00_080_2k_05274704／第５－２連結財務諸表作成／os2エヌデーソフトウェア／目論見書.doc 

56

注記事項 

 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 

（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

※１担保資産及び担保付債務 ※１担保資産及び担保付債務 

  担保に供している資産は次のとおりであります。   担保に供している資産は次のとおりであります。 

   建物        96,409千円 

   土地        94,867千円 

    計        191,276千円 

   建物        87,358千円 

   土地        94,867千円 

    計        182,226千円 

  担保付債務は、次のとおりであります。   担保付債務は、次のとおりであります。 

   短期借入金     20,000千円 

   一年以内返済予定 

   長期借入金     21,016千円 

   長期借入金     61,127千円 

    計        102,143千円 

 

   一年以内返済予定 

   長期借入金     15,080千円 

   長期借入金     69,880千円 

    計        84,960千円 

 

 

※２ 売上債権流動化に伴う遡及義務は、14,222千円で

あります。 

 

※２ 売上債権流動化に伴う遡及義務は、11,863千円で

あります。 

 

※３ 発行済株式総数 ※３ 発行済株式総数 

   普通株式  248,500株 

 

   普通株式  248,500株 

 

 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 

  至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの ※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

 

    旅費交通費       96,426千円 

給料手当       290,473千円 

    役員報酬        48,108千円 

    賞与          62,774千円 

    賞与引当金繰入額    22,920千円 

    退職給付費用      4,077千円 

    貸倒引当金繰入額     296千円 

    法定福利費       53,283千円 

    外注加工費       53,867千円 

    支払手数料       40,656千円 

    減価償却費       11,936千円 

 

     

    旅費交通費        93,776千円 

給料手当        306,146千円 

    役員報酬         49,397千円 

    賞与           57,280千円 

    賞与引当金繰入額     23,110千円 

    退職給付費用       3,427千円 

    役員退職慰労引当金繰入額 5,385千円 

    貸倒引当金繰入額       350千円 

法定福利費        57,375千円 

支払手数料        60,090千円 

    減価償却費        10,874千円 

 

※２ 一般管理費及び当期製造原価に含まれる研究開発

費は、96,387千円であります。 

 

※２ 一般管理費及び当期製造原価に含まれる研究開発

費は、158,259千円であります。 

 

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

    車両運搬具       1,026千円 

 

    車両運搬具        525千円 

    工具器具備品      1,726千円 

    ソフトウェア       775千円 

       計        3,027千円  
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 

  至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係(平成16年３月31日現在)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係(平成17年３月31日現在)
 

現金及び預金 508,499千円

預入期間が３ヶ月を超える定期
預金 

△5,480千円

現金及び現金同等物 503,019千円

  

 
現金及び預金 634,870千円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金 

△189,161千円

現金及び現金同等物 445,709千円
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（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 

  至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
 取得価額

相当額 

(千円) 

減価償却

累計額相

当額 

(千円) 

期末残高

相当額 

(千円) 

 

工具器具及び

備品 

31,839

 

18,303 13,536

ソフトウェア 50,174 32,078 18,095

合計 82,013 50,381 31,632

  

  
 取得価額

相当額 

(千円) 

減価償却

累計額相

当額 

(千円) 

期末残高

相当額 

(千円) 

 

工具器具及び

備品 

20,873

 

9,920 10,953

ソフトウェア 55,244 42,451 12,792

合計 76,117 52,371 23,746

  
(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

    １年以内        16,149千円 

    １年超         16,818千円 

      合計        32,967千円 

    １年以内        11,681千円 

    １年超         12,496千円 

      合計        24,178千円 

(3) 支払リース料、減価償却相当額及び支払利息相当額 (3) 支払リース料、減価償却相当額及び支払利息相当額 

    支払リース料      13,127千円 

    減価償却費相当額    11,924千円 

    支払利息相当額      1,074千円 

    支払リース料      17,080千円 

    減価償却費相当額    15,619千円 

    支払利息相当額       959千円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 
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（有価証券関係） 

前連結会計年度(平成16年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの  

種   類 取得原価 
（千円） 

連結貸借対照表計上額 
（千円） 

差 額 
（千円） 

(1) 株式    5,940    9,350   3,410 

(2) 債券     －    －    － 
連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
(3) その他     －    －    － 

 小 計    5,940    9,350   3,410 

(1) 株式 43,237    39,141 △4,096 

(2) 債券  －      －   － 
連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
(3) その他  －      －   － 

 小 計    43,237 39,141 △4,096 

合   計    49,177 48,491 △686 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

内   容 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 8,250 

合    計 8,250 

 

当連結会計年度(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

種   類 取得原価 
（千円） 

連結貸借対照表計上額 
（千円） 

差 額 
（千円） 

(1) 株式    7,742    13,893   6,150 

(2) 債券     －    －    － 連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
(3) その他  20,000 

20,224 

   － 

  224 

 － 

 小 計   27,742 
34,117 

   9,350 

6,374 

  3,410 

(1) 株式 
41,435 

3,237 

   40,475 

39,141 
△960 

(2) 債券  －      －   － 
連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

(3) その他  －      －   － 

 
小 計 

   41,435 

3,237 
40,475 △960 

合   計    69,177 74,592 5,414 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

内   容 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 9,250 

合    計 9,250 

 

３ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

  1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内  10年超 

  （千円） （千円） （千円）  （千円） 

① 債券  －  －  －  －

② その他  －  20,224  －  －

  合  計  －  20,224  －  －
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（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

 

 

当連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

 

 

（退職給付関係） 
 

１．採用している退職給付制度の概要 

   適格年金：平成６年４月１日から退職金制度の一部について適格年金制度を採用しております。 

   退職一時金：退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

 前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

(1) 退職給付債務（千円） 70,977 79,060 

(2) 年金資産（千円） 63,617 73,850 

(3) 退職給付引当金（千円） 7,360 5,209 

 

３．退職給付費用に関する事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日）

退職給付費用   

(1) 勤務費用（千円） 9,230 9,161 

 

４ 当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
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（税効果会計関係） 
 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

（千円）

 

 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

（千円）
(1) 流動資産    

賞与引当金損金算入限度超過額 17,408 19,524 

未払事業税 3,396 14,499 

未払費用 1,984 2,125 

その他 2,624 362 

  計 25,414 36,512 

(2) 固定資産   

退職給付引当金損金算入限度超過額 2,973 2,104 

ソフトウエア償却限度超過額 49,782 90,064 

子会社の欠損繰越金 1,286  － 

役員退職慰労引当金 －  27,636 

その他有価証券評価差額金 277 － 

 評価性引当額 △1,286 △0 

  計 53,033 119,805 

繰延税金資産合計 78,448 156,318 

（繰延税金負債）        

その他有価証券評価差額金 － 2,187 

繰延税金負債合計 － 2,187 

繰延税金資産の純額 78,448 154,131 

繰延税金資産は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 
 

 前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

（千円）

 

 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

（千円）
流動資産－繰延税金資産 25,414 36,512 

固定資産－繰延税金資産 53,033 117,618 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

法定実効税率 41.7％  40.4％ 

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1％  0.9％ 

住民税均等割等 1.6％  0.9％ 

留保金課税        4.5％         1.5％ 

評価性引当額 0.7％ △0.4％ 

その他 1.3％  0.5％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.9％  43.8％ 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 

 前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）                    

 ソフトウェア
事業(千円)

介護サービス
事業(千円)

ＡＳＰ事業
(千円) 

計(千円) 
消去又は 

全社(千円) 
連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 1,623,222  102,131 52,952 1,778,306     － 1,778,306

(2)セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

   －    －  －   －     － －

計  1,623,222  102,131 52,952 1,778,306 － 1,778,306

営業費用 1,362,733  100,687 56,010 1,519,430 89,813 1,609,243

営業利益 260,488   1,444 △3,057 258,875 △89,813 169,062

Ⅱ 資産、減価償却費 
及び資本的支出 

  

  資産 715,160 19,597 98,132 832,890 643,846 1,476,736

  減価償却費 17,297 2,207 12,374 31,878     － 31,878

資本的支出 68,719 370 77,089 146,180     － 146,180

（注）１．製品・サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

   ２．各区分に属する主要な製品 

事業区分 主 要 製 品 

ソフトウェア事業 
介護保険支援事業者向けパッケージ業務ソフトウェア、医療機関向けパッケージ
業務ソフトウェア、福祉施設向けパッケージ業務ソフトウェア 

介護サービス事業 介護保険の要介護者支援、介護保険の介護サービス 

ＡＳＰ事業 
介護保険の支援事業者・サービス事業者向けのインターネットを利用したＡＳＰ
システムの利用 

   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（89,813千円）は、本社の管理部門に係わ

る費用です。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、644,111千円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金（現金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 
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 当連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）                    

 ソフトウェア
事業(千円)

介護サービス
事業(千円)

ＡＳＰ事業
(千円) 

計(千円) 
消去又は 

全社(千円) 
連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 1,988,758  99,789 100,623 2,189,171     － 2,189,171

(2)セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

   456    －  1,000   1,456   △1,456  －

計  1,989,215  99,789 101,623 2,190,628 △1,456 2,189,171

営業費用 1,541,957  99,614 97,535 1,739,107 105,787 1,844,894

営業利益 447,257   175 4,088 451,521  △107,244 344,277

Ⅱ 資産、減価償却費 
及び資本的支出 

  

  資産 883,690 19,629 91,162 994,482 910,397 1,904,879

  減価償却費 16,647 993 17,164 34,806 － 34,806

資本的支出 8,445 － 2,531 10,977 － 10,977

（注）１．製品・サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

   ２．各区分に属する主要な製品 

事業区分 主 要 製 品 

ソフトウェア事業 
介護保険支援事業者向けパッケージ業務ソフトウェア、医療機関向けパッケー
ジ業務ソフトウェア、福祉施設向けパッケージ業務ソフトウェア 

介護サービス事業 介護保険の要介護者支援、介護保険の介護サービス 

ＡＳＰ事業 
介護保険の支援事業者・サービス事業者向けのインターネットを利用したＡＳ
Ｐシステムの利用 

   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は107,244円であり、本社の管理部

門に係わる費用です。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、912,656千円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金（現金及び有価証券）であります。 

   ５．（会計方針の変更） 
役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理することとしておりましたが、当連結会計年度より「役
員退職慰労金規程」に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上することとしました。なお、セ
グメント情報に与える影響は、軽微であります。 
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【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。 
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【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

関係内容 

属性 
氏名又は 
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有(被所有)割

合 
役員の兼
務等 

事業上の
関係 

取引の内
容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

役員 佐藤廣志 
山形県
南陽市 － 

当社代表取
締役社長

（被所有）
直接 

50.34％ 
－ － 

被債務保
証 152,143 － － 

役員 青木精志 
山形県
南陽市 － 

当社専務取
締役 

（被所有）
直接 

20.54％ 
－ － 

被債務保
証 152,143 － － 

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を有し
ている会社
等 

医療法人 
公徳会 

山形県
南陽市 22,412 

病院等の経
営 － 

役員 
１名 

－ 
当社製品
の販売 1,472 売掛金 758 

(注)1. 当社は、銀行借入に対して代表取締役社長佐藤廣志氏、専務取締役青木精志氏より債務保証を受けておりま
す。なお、保証料の支払いはありません。 

2. 医療法人公徳会への当社製品の販売は、一般取引条件と同様に決定しております。 
 

当連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 

  至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額       2,028円94銭 

１株当たり当期純利益金額     360円59銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場
かつ非登録であり、期中平均株価が把握できないため記
載しておりません。 

１株当たり純資産額       2,531円61銭 

１株当たり当期純利益金額     588円04銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場
かつ非登録であり、期中平均株価が把握できないため記
載しておりません。 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
  至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

当期純利益（千円） 80,060 185,627 

普通株主に帰属しない金額（千円） 3,900 39,500 

 (うち利益処分による役員賞与金) (3,900) (39,500) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 76,160 146,127 

普通株式の期中平均株式数（株） 211,204 248,500 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額の算定に含まれな
かった潜在株式の概要 

第１回無担保転換社債 
（残高額面総額20,000千円） 
第１回無担保転換社債の概要は、
第５経理の状況１連結財務 
諸表等(1)連結財務諸表⑤連結附
属明細表[社債明細表]に記載のと
おりであります。 

第１回無担保転換社債 
（残高額面総額20,000千円） 
並びに新株予約権１種類(新株 
予約権の数21,640個)  
第１回無担保転換社債の概要は第
５経理の状況１連結財務 
諸表等(1)連結財務諸表⑤連結附
属明細表[社債明細表]、新株予
約権の概要は「第４提出会社の
状況、１株式等の状況、（2）新
株予約権等の状況」に記載のと
おりであります。 
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（重要な後発事象） 

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

  至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

         ────────   

 

  当社は、平成17年６月27日開催の取締役会において

株式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしてお

ります 

   当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。 

 (1）平成17年８月１日付をもって平成17年７月29日

最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数

を１株につき５株の割合をもって分割する。 

 (2）分割により増加する株式数 

 普通株式 994,000株 

 (3) 配当起算日 平成17年４月１日 

 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合に 

 おける（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下の

とおりであります。 

   
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 

  405円78銭 

１株当たり当期純利益

金額    72円11銭 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額については、新株

予約権等の残高があ

りますが、当社株式

は非上場のため、期

中平均株価を把握で

きませんので、記載

しておりません。 

 

 

１株当たり純資産額 

    506円32銭 

１株当たり当期純利益

金額   117円60銭 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額については、新株

予約権等の残高があ

りますが、当社株式

は非上場のため、期

中平均株価を把握で

きませんので、記載

しておりません。 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 

１.連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。  

   連結子会社の数  １社  

 連結子会社の名称   

 株式会社日本ケアコミュニケーション

ズ 

 

 

２.持分法の適用に関する事項 該当事項はありません。 

 

 

 

３．連結子会社の中間決算日

等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連結決

算日と一致しております。 

 

 

４.会計処理基準に関する事項 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法  

 ①有価証券  
    その他有価証券  
     時価のあるもの  
      中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本
直入法により処理し、売却原価
は、移動平均法により算定） 

 

     時価のないもの  
      移動平均法による原価法  
 ②たな卸資産  
  商品及び貯蔵品  
 最終仕入原価法 

 
 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法  
 ①有形固定資産  
 定率法  
 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備は除く。）に
ついては、定額法。 
なお、主な耐用年数は以下のとおり
であります。 

 

 建物及び構築物    13～50年 
車両運搬具      ４～６年 
工具器具及び備品   ３～15年 

 

 ②無形固定資産  
 定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについ
ては、社内における利用可能期間（５
年間）に基づく定額法 

 

 ③長期前払費用  
 定額法 

 
 

 （3）繰延資産の処理方法  
   新株発行費  
    支出時に全額費用処理しておりま

す。 
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 当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 

 (4) 重要な引当金の計上基準  
 ①貸倒引当金  
 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については、個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。 

 

 ②賞与引当金  
 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき
計上しております。 

 

   ③退職給付引当金  
 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき当
中間連結会計期間末に発生している
と認められる額を計上しておりま
す。 

 

   ④役員退職慰労引当金  
    役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当中間連結会計期
間末要支給額を計上しております。

 

   
   
 (5) 重要なリース取引の処理方法  

 リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。 

 

 

 (6) その他中間連結財務諸表作成のための
重要な事項 

 

 ①消費税等の会計処理 
    税抜方式によっております。 
 

 

５.中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金の

範囲 

   

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価格の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に満期日の到来す

る短期投資からなっております。 

 

 

 

 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号平成15年10月31日）を適用してお

ります。これによる損益に与える影響はありません。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は173,815千円であ

ります。 

 

※２．担保資産及び担保付債務  

  担保に供している資産は次のとおりであります。  
 

建物 85,215千円

土地 94,867千円

計 180,082千円
  

 

  担保付債務は、次のとおりであります。  
 

一年以内返済予定長期借入金 13,830千円

長期借入金 63,590千円

計 77,420千円
  

 

※３．売上債権流動化に伴う遡及義務は、27,696千円で

あります。 

 

 

 

 

（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 

※１．販売費及び一般管理費の主なもの  
 

旅費交通費 50,554千円

給料手当 182,125千円

役員報酬 31,178千円

賞与 20,272千円

賞与引当金繰入額 32,485千円

退職給付費用 1,235千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,199千円

法定福利費 31,148千円

外注加工費 3,809千円

支払手数料 33,846千円

減価償却費 3,828千円
  

 

  

※２．固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

 

 
車両運搬具 381千円

工具器具及び備品 269千円

計 650千円
  

 

  

３．当社グループの売上高は、通常の営業の形態とし

て、上半期に比べ下半期に納品する割合が大きいた

め、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上

高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業

績に季節的変動があります。 

 

 

※４．当中間連結会計期間における税金費用について

は、簡便法による税効果会計を適用しているため、

法人税等調整額は「法人税、住民税及び事業税」に

含めて表示しております。 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 

１  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
 

（平成17年９月30日現在）  
 

現金及び預金 1,071,927千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△240,555千円

現金及び現金同等物 831,371千円
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（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 

（借主側）  

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

 

 取得価額

相当額 

（千円） 

減価償却

累計額相

当額 

（千円） 

中間期末

残高相当

額 

（千円）

工具器具及び

備品 

27,695 9,489 18,206

ソフトウェア 17,265 9,363 7,901

合計 44,960 18,852 26,107
  

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額  

    １年以内        10,349千円 

    １年超         16,213千円 

      合計        26,563千円 

 

(3) 支払リース料、減価償却相当額及び支払利息相当額  

    支払リース料       8,185千円 

    減価償却費相当額     7,543千円 

    支払利息相当額       388千円 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法  

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 

(5) 利息相当額の算定方法  

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 
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（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

種   類 取得原価 
（千円） 

中間連結貸借対照表
計上額（千円） 

差 額 
（千円） 

(1) 株式 49,177 58,917 9,738 

(2) 債券 － － － 

(3) その他 20,000 20,388 388 

合   計    69,178 79,305 10,126 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

内   容 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 9,250 

合    計 9,250 

 

 

（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 
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（セグメント情報） 

事業の種類別セグメント情報 

 

 当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 
ソフトウェア
事業（千円）

介護サービス
事業（千円）

ＡＳＰ事業
（千円） 

計（千円） 
消去 

又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 1,457,812 53,266 50,955 1,562,034 － 1,562,034

(2)セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

－ － － － － －

計 1,457,812 53,266 50,955 1,562,034 － 1,562,034

営業費用 974,934 51,701 51,460 1,078,096 71,550 1,149,647

営業利益 482,878 1,564 △504 483,938 △71,550 412,387

（注）１．製品・サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

   ２．各区分に属する主要な製品 

事業区分 主 要 製 品 

ソフトウェア事業 
介護保険支援事業者向けパッケージ業務ソフトウェア、医療機関向けパッケージ
業務ソフトウェア、福祉施設向けパッケージ業務ソフトウェア 

介護サービス事業 介護保険の要介護者支援、介護保険の介護サービス 

ＡＳＰ事業 
介護保険の支援事業者・サービス事業者向けのインターネットを利用したＡＳＰ
システムの利用 

   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（71,550千円）は、本社の管理部門に係

わる費用です。 

 

所在地別セグメント情報（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

  当中間連結会計期間において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該

当事項はありません。 

 

海外売上高（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

  当中間連結会計期間において、海外売上高がないため該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 

１株当たり純資産額        620円 75銭  

１株当たり中間純利益金額     172円 17銭  

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場

であり、期中平均株価が把握できないため記載しており

ません。 

 当社は、平成17年８月１日付で株式１株につき５株の

分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期期首に行われたと仮定した

場合の１株当たり情報については、それぞれ以下のとお

りとなります。 

  

前連結会計年度 

（自 平成16年4月1日 

至 平成17年3月31日） 

 

１株当たり純資産 

     506円 32銭 

 

１株当たり当期純利益

金額 

     117円 60銭 

 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額につい

ては、新株予約権等の残

高がありますが、当社株

式は非上場のため、期中

平均株価を把握できませ

んので、記載しておりま

せん。 
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（注）１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 

中間純利益（千円） 231,148  

普通株主に帰属しない金額（千円） －  

(うち利益処分による役員賞与金) （－）  

普通株式に係る中間純利益（千円） 231,148  

普通株式の期中平均株式数（株） 1,342,500  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間純利益金額の算定に含まれな

かった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新株予約権

の数21,640個） 

新株予約権の概要は、「第４ 

提出会社の状況、１株式等の状

況、(2）新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 

 

 

 

（重要な後発事象） 

   

該当事項はありません。 
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⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

会 社 名 銘 柄 
発行 

年月日 
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率 
（％） 

担 保 償還期限

エヌ・デーソフトウエア 
株式会社 

第１回 
無担保社債 

平成14年
９月18日

100,000 100,000 0.75 無担保社債 
平成19年
９月18日

エヌ・デーソフトウエア 
株式会社 

第２回 
無担保社債 

平成14年
９月18日

100,000 100,000 0.60 無担保社債 
平成18年
９月15日

エヌ・デーソフトウエア 
株式会社 

第１回 
無担保転換社債 

平成９年
10月31日

20,000 20,000 2.30 無担保社債 
平成19年
10月30日

 合計 － 220,000 220,000 － － － 

 

（注）１．転換社債の内容 

銘柄 転換価格 
転換により発行 

すべき株式の内容
転換を請求できる期間 資本組入額

第１回無担保転換社債 1,000円 普通株式 
自 平成９年12月１日 
至 平成19年10月29日 

1,000 円 

２．連結貸借対照表日後５年以内における１年ごとの償還予定の総額 

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 

    －   100,000 千円  120,000 千円 －       － 

 

【借入金等明細表】 

区   分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金   70,000     － 1.74 － 

一年以内に返済予定の長期借入金    27,947     22,108     1.88 － 

長期借入金 
（一年以内に返済予定のものを除く） 

   84,943    86,668     1.78 
平成17年１月25日 
～平成25年３月31日

その他の有利子負債      －      －      － － 

合  計    182,891    108,776      － － 

 

（注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

   ２．長期借入金（一年以内に返済予定のものを除く）の連結貸借対照表日後５年内における１年ごとの返済予定

額の総額 

１年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 

20,117 千円 23,558 千円 17,511 千円 10,040 千円 

 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

 




